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中山間地域における小規模集落と地域農業継承
品 川 優
1．はじめに（1）
「農林水産業・地域の活力創造プラン」の実行が2014年度からはじまった。
メインの1つに農地中間管理事業を据え，担い手への農地集積を促し，農業
構造の改革と生産コストの削減を進めていくことがねらいである。具体的に
は，事業開始後10年間で，全国の担い手に全農地の8割を集積させ，米の生
産コストを全国平均比で4割削減するという大きな目標を掲げている。
2015年農業センサスをみると，農業経営体による経営面積は345万ha であ
る。農業地域類型別では，都市的地域が47万ha，平地農業地域168万ha，中
間農業地域95万ha，山間農業地域34万ha である。したがって，後2者を合
算した中山間地域は全農地の37．4％を占め，担い手に8割集積する農地には
必然的に中山間地域も含まれることになる。つまり，政府が進める農業構造
の改革では，農業生産条件の厳しい中山間地域をいかに取り込むことができ
るかがポイントになってくる。
その中山間地域でも借地面積は増えているが，経営面積もこの5年間で
6．1％減少している。これは全国平均（5．0％減）を上回っており，都市的地
域につづく減少幅である。農地の減少は，地域農業の後退や地域社会の停滞，
多面的機能の低下などの問題に結び付くため，その防止が喫緊の課題となっ
ている。
また中山間地域では，担い手に農地を集積したとしても，圃場や農道の狭
さ，水はけの悪さなどの不利性のため，生産コストの低減，特に政府が掲げ
た4割カットは現実的には厳しい。とはいえ，集落営農を通じた個別農家の
限界の打破，集落営農の連携による組織間でのコスト分散・カバー，コスト
の低減が難しければ，逆に収入アップの追求などの工夫が中山間地域では求
められよう。
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本稿は，上記の課題を念頭におきつつ，高知県四万十町を事例に，中山間
地域での小規模集落による地域農業継承の可能性を探る。
2．株式会社「サンビレッジ四万十」
⑴ 地域概要
高知県の南西部に位置し四万十川の中流域にある高岡郡四万十町は，2006
年に窪川町・大正町・十和村の3町村が合併した町であり，農業地域類型で
は山間農業地域に該当する。四万十町の人口は17，409人（2018年），農業集
落数は132，農家数は1，471戸，組織経営体22組織，農地面積は1，904ha で，
そのうち水田が88．0％を占める水田地帯である（2015年農業センサス）。品
目では米を中心に，肉用牛や養豚といった畜産，さらにはミョウガやショウ
ガ，ニラといった野菜類が盛んな地域である。
本稿で取り上げる株式会社「サンビレッジ四万十」は，旧窪川町の旧仁比
田村（明治合併村）のなかにある影野村（藩政村）に属し，同地域は中間農
業地域に該当する。旧仁井田村には11の藩政村（大字）があるが，その多く
は農業センサスにおける農業集落と一致している。したがって，概ね1集落
＝1藩政村の関係にある。また旧仁井田村の小学校は，影野小学校と仁井田
小学校の2つに分かれ，この小学校区は後述する集落活動センターや一般社
団法人「四万十農産」で関係してくる。
対象とする影野地区（以下，藩政村の区域を「地区」とする）は，1藩政
村＝1集落の関係ではなく，影野地区がさらに影野上と下に分かれ，それぞ
れが農業集落にあたる。例えば，自治会は各集落で分かれており，生産調整
も別々におこなう。また，氏神の祭礼及びそれに係る会計（財布）は1つで
あるが，祭礼の当番は影野上・下ごとに隔年でおこない，神社の掃除も別々
におこなう。以上を整理すると，影野上及び下が集落であり「むら」である。
そして，この影野下集落を土台にサンビレッジ四万十は設立され，活動を展
開している。
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⑵ 集落営農の設立
影野下集落の現在の農家数は17戸，農地はすべて水田で15ha ある。本集
落では，親世代時に機械利用組合をつくり共同化に取り組んでいた。しかし，
ほとんどが兼業農家であるため，機械の利用が土日に集中し回らなくなり，
設立から4～5年で組織を解散する事態が繰り返されてきた。その結果，個
別経営のまま，高齢化と後継者不在問題に直面することとなった。加えて，
影野下集落を含む旧仁井田村の水田は，基盤整備がおこなわれておらず，そ
のため圃場が小さく不整形であること，農道も狭く軽トラックが入れず，エ
ンジン付きリアカーで圃場に行くような状況であった。
このような人・土地の問題を抱えるなか，後者に関しては旧仁井田村での
合意のもと，1997年に県営担い手育成基盤整備事業を活用し，水田100ha で
基盤整備を実施した（基盤整備率96％）。事業要件として40a 以上の区画が
一定割合必要であったため，影野下集落では水田面積の50～60％が40a 区画
であるが，残りの山際の水田ではそれ以下の区画（10a 区画など）もある。
ただし，無理をして40a 区画としたため，畦畔の傾斜がきつい水田も少なく
ない。また換地に際し，可能な限り換地前の場所に水田の名義を残すことを
事前に決めていたことも，集落で基盤整備の実施に合意を得ることができた
要因である。
他方，「ひと」の問題については，影野下集落の50代で兼業農家の5人が
「影野の農業を考える会」を立ち上げ，集落に対しては自分たちが中心となっ
て集落の農地を守っていくことを条件に，基盤整備に参加してもらうととも
に，基盤整備を前提として，その体制づくり・組織づくりを進めることとなっ
た。この時点ですでに，集落の水田の過半を5人でカバーしていたため，集
落からも反対の意見はなかった。その際，これまでの機械利用組合の運営方
法，すなわち共同所有する機械を構成員個々人が利用し作業する体制ではな
く，オペレーターが機械作業をおこなう協業体制の構築を目指すこととなっ
た。
そこで，5人を中心として，2001年に任意組合「ビレッジ影野営農組合」
を設立している。営農組合には，当時の集落農家29戸のうち26戸が参加して
いる。このなかには，昔から集落外に居住するが，集落内に水田を所有する
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不在地主も数戸含まれる。構成員はいずれも兼業農家であり，26戸中18戸が
0．5ha 未満と小規模な農家である。出資金は10a 当たり1万円の計122万円
であり，営農組合がカバーする水田面積は15ha 中12．2ha と，集積率81．3％
に達する。残り3ha は2戸が個人で営農している。ほとんどの構成員は農
業機械を一式所有しているが，小型の機械が多いため各自で処分することと
し，営農組合が大型機械を購入・所有することとした。また，先の5人が中
心的なオペレーターを務めつつ，他の構成員もオペレーターや補助作業に従
事するなどの協業体制をとっている。
しかし数年が経過し，構成員の高齢化が進むにつれ，オペレーター及び補
助作業への参加者の減少が顕著となった。その結果，営農組合に完全に任せ
て作業から離れる構成員が増え，代表理事に過重な負担が集中する事態と
なった。このままでは代表理事も支えきれず，営農組合も崩壊する危険性が
高まったため，営農組合の後継者・作業者の確保問題に直面することとなっ
た。
営農組合では，集落内で後継者がみつからないのであれば，従業員を雇用
することも視野に入れ，それを前提に営農組合の法人化を検討した。また，
雇用のためには収益性の確保が不可欠であり，稲作から高収益作物を中心と
した作物体系の転換，水田の畑作利用も同時に進めることとした。
⑶ 「こうち型集落営農」
営農組合が法人化の検討をはじめたこの時期，高知県では「こうち型集落
営農」の事業化を進めていた。「こうち型集落営農」とは，園芸作物の導入・
拡大による収入の確保と経営の安定化を図るものであり，水稲依存からの脱
却である。
表1は，こうち型集落営農に関する数値をあらわしたものである。2011年
の集落営農は164組織で，これらが県内の農地面積の9％をカバーしている。
このうち，こうち型集落営農が17組織と全体の1割が該当し，法人化したも
のが2法人である。これが15年には，集落営農は204組織へ1．2倍に増え，カ
バー率も13％へ高まり，こうち型集落営農は約2倍の32組織へ，集落営農法
人も8倍の16法人へ大きく増えている。また15年には，こうち型集落営農の
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発展型として，総収入2，000万円以上の目標を掲げており，16法人中2法人
が該当する。この総収入には，水稲を含む農産物の販売収入や農業関連の交
付金は含むが，農業関連部門以外の収入は含まない。
高知県の第3期産業振興計画（2016～19年度）でも集落営農を推進すると
し，表中の右端にあるように目標数値を掲げ，こうち型集落営農の育成，な
らびに法人化へのステップアップを強化するとしている。そのため集落営農
塾によるこうち型集落営農及び法人化を目指す集落代表者等の研修，園芸品
目等の導入に関するレクチャー（実証圃場の設置），集落営農法人の経営安
定に向けた経営アドバイザーの派遣や，運営に必要な情報提供（会計，税務，
労務管理等）など，県単の集落営農支援事業を通じてサポートしている。ま
た，集落営農とは異なる経営体（市町村農業公社，第三セクター，JA出資
型法人）で，中山間地域の核となる法人は「中山間地域農業複合経営拠点」
とし，農業機械・施設などのハード事業や経営強化支援・雇用確保支援のソ
フト事業などが受けられる。
このように県では，集落営農や園芸品目を中心とするこうち型集落営農，
さらにはその法人化，総収入2，000万円以上を推進しているが，県全体を俯
瞰した場合，集落営農及びこうち型集落営農の2／3が県西部にあり偏りが
みられる。それは，県東部は施設園芸が盛んであるため，水稲のように集落
でまとまって組織化する動きが展開せず集落営農が少ないこと，他方県西部
は水稲を中心とした地域であり，まとまりやすいこと，基盤整備も比較的お
こなわれていること，中山間直接支払いと連動して集落営農を設立している
表1 こうち型集落営農の推移 （単位：組織，％）
実績 目標
2011 12 13 14 15 16 17年 19年
集落営農数 164 179 190 199 204 209 213
面積カバー率 9 9 10 12 13 14 16 21
こうち型集落営農 17 17 22 24 32 47 57 80
集落営農法人 2 3 5 9 16 19 28 40
総収入2千万円以上 － － － － 2 4 6 10
資料：「高知県資料」より作成。
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ことが背景にある。
県西部のなかでも四万十町には最も多い80の集落営農が集中しており，な
かでも旧窪川町に集中している。その理由は，1つには集落営農担当の普及
員が窪川町管内に赴任したことである。いま1つは先述したように中山間直
接支払いを画期に，集落活動分1／2以上を活用して機械の共同利用を進め
たことであり，四万十町では2000～03年の間に50の集落営農を立ち上げてい
る。現在，当該普及員が幡多地域（四万十市，黒潮町，宿毛市，土佐清水市，
大月町，三原村）を担当しており，幡多地域で集落営農が増加している。
また，集落営農法人も9割弱が県西部に集中し，総収入2，000万円以上は
すべて県西部にある。後者の多くは四万十町に集中しており，そのなかの2
法人が本稿で取り上げるサンビレッジ四万十及び四万十農産である。
⑷ 法人化と活動
①農事組合法人から株式会社へ
県がこうち型集落営農を推進するなか，2010年に営農組合を法人化し，名
称も農事組合法人「ビレッジ影野」に変更している。構成員は25戸で，この
時の集落農家17戸を差し引いた8戸は，不在地主（先述した当初から集落外
居住もしくは離農）である。出資金は営農組合から引き継いだ122万円に，
役員（理事3・監事1人）等の増資を合わせた299万円である。
ところが，2014年には農事組合法人から株式会社へ移行している。その背
景には，農事組合法人ではじめたエコテンライト農法が関係している。これ
は LEDを使用した防蛾灯であり，それにより殺虫剤を用いずに虫除けを可
能とするものである。エコテンライトの利用だけではなく，その販売代理店
もおこなうなど，農協法上で認められる事業の範囲を超える展開や事業の多
角化を進めるために，株式会社「サンビレッジ四万十」へ移行している（以
下，農事組合法人の時代も含め「サンビレッジ」と略称）。
②従業員
農事組合法人同様に，集落農家25戸が出資者＝株主であり，資産の再評価
の結果，出資金は853万円に「増資」しており，役員もそのまま継続してい
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る。従業員は，農事組合法人であった2011年に1人，12年に2人を常勤で雇
用し，年齢は30代2人・40代1人と若い。このうち30代の2人は集落出身者
であり，もともと従業員として目星をつけていた人たちである。雇用に際し
ては，「ふるさと雇用再生特別基金事業」や「農の雇用事業」などを活用し
ている。その後，16年に常勤雇用を1人増やしたが，他方1人（40代）が独
立するということで退職することとなった。その補充として，17年に2人を
雇用した結果，現在5人の従業員を抱えている。
5人は男性4人・女性1人であり，女性は主に事務を担当するが農作業に
も従事する。年齢は19～40歳と若く，集落内2人・旧窪川町内3人といずれ
も地元の出身者である。前職は，教師や福祉相談員，飲食店店長，自動車の
組立工，デザイナーと多種多様であり，全員農業経験はなく，サンビレッジ
で習得している。従業員は，すべてハローワークを通じて募集するが，当初
は必ずしも応募があったわけではない。そのため実際は，役員や従業員の知
人を通じた採用である。だが最近では，サンビレッジも有名になったため，
2017年の募集では少なくない応募があるなど，農業あるいは農業法人に対す
る視線も変化してきている。
③水田の畑作利用と農外事業
営農組合時と同じく集落の水田15ha のうち12ha をカバーし，2018年から
は集落外の2集落から1ha ずつ借地した結果，サンビレッジの借地面積は
計14ha である（所有地はない）。農事組合法人時から利用権を設定し，農地
中間管理事業の開始にともない11ha で付け替えをしている。利用権は，地
権者と農地中間管理機構，機構とサンビレッジともに10年で設定し，小作料
は10a 当たり1万円と米30kg を支払う。
表2は，集落内の水田における栽培品目を示したものである。営農組合時
の2009年は水稲と大豆で11ha に及んでいる。このうち大豆は，旧窪川町内
で活動する営農支援センター四万十株式会社に委託している（後述）。その
他にサトイモとブルーベリーも栽培しており，前者は作業負担が軽いことに
加え，この地域の泥土への反発で品質がよいためである。後者は，観光農園
用と，冬場の仕事を確保するためのジャム加工に用いている。このように2010
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年の法人化までの営農組合は，水
稲を中心としたいわゆる土地利用
型がメインであった。
その後，法人化したのちも，水
稲の面積はほとんど変化はみられ
ない。水稲はすべて乳酸菌入りの
堆肥を入れ，農薬も県の指針の半
分に抑えるなどエコ米に取り組ん
でいる。その分，平均反収で1俵
落ちの7俵にとどまるが，低タン
パク米であるため30kg9，000～
10，500円で販売している。すべて
直販であり，個人が買いに来る，
ネット販売，サンビレッジによる
配達など多様である。高知市内の
顧客が最も多く，特別養護老人ホームや喫茶店などの事業主も少なくない。
また個人の場合，保管場所の問題から，サンビレッジでは30kg の米を10kg
の袋にし，3回に分けて販売するなどの工夫もしている。近年は，口コミで
評判が広がり，米が不足する状態にあるため，新規の消費者は断るケースも
ある。そのことが，後述する四万十農産に結び付く。
米以外には，まず2012年にショウガ（露地）を導入している。ショウガは，
エコテンライト農法による無農薬栽培に取り組んでいる。販売は，県内及び
関東の2企業との契約栽培であり，エコショウガのため通常よりも1貫（4
kg）当たり100円高い価格で売買している。また，連作障害を避けるためブ
ロック・ローテーション（3年に1回）をおこなっている。ショウガは病気
に侵されると，水田が10年使用できなくなるといった特性がある一方，集落
内の水田面積も少ないため，サンビレッジにとってはリスクをともなう品目
である。しかし後述するように，サンビレッジの経営にショウガは大きく貢
献しており，現在の従業員体制では適正規模に当たる1．5ha を栽培している。
ショウガの翌年に着手したのが，雨除けピーマンであり，レンタルハウス
表2 サンビレッジ四万十における
栽培品目の推移
2009 2014 2017年
水稲 5．5 5．7 5．6
大豆 4．5 － －
サトイモ 0．5 0．4 0．5
ブルーベリー 0．3 0．3 0．3
ショウガ － 1．5 1．4
雨除けピーマン － 0．3 0．2
飼料用イネ － 2．6 1．2
その他 － 0．3 0．7
モチ米 － － 0．2
日陰栽培 － － 0．8
太陽光発電 － － 1．0
計 10．8 11．1 11．9
資料：「サンビレッジ四万十資料」より作成。
注：集落内の水田のみを記載。
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（14年間）を活用している。雨除けピーマンは従業員2人を配置し，5人の
パートとともに5～10月まで毎日（日曜日を除く）収穫作業をおこない，全
量 JAに出荷している。5月から毎月，安定的に販売収入があることから，
それを従業員の給与に充当している。当初30a で栽培していたが，後述する
太陽光発電の開始と，その安定的な収入を人件費に充当することとしたため，
10a はショウガ（ハウス）に転換している。
また，2014年には飼料用イネを，17年からモチ米を開始している。モチ米
は，代表の親類が営む高知市内のお菓子屋さんに提供するものであり，今後
増加を見込んでいる。
さらにサンビレッジの特徴は，2015年から1ha の水田で太陽光発電を取
り入れたことである。太陽光発電では，農協を含め金融機関からの融資を受
けるのが難しかった。だが，適切な将来計画をアピールすることで，最終的
には高知銀行から融資を受けている。なお，農業生産法人が地銀から借りた
最初の事例がサンビレッジである。太陽光発電は，水田1ha のうち太陽光
パネルの支柱に係る部分のみが転用扱いとなることから，それ以外はパネル
の下で作物を栽培し，慣行栽培の8割以上の収量が課せられる。そこで，日
陰食物で葉が大きく太陽光を吸収しやすいサトイモなどを栽培している。
その他，表にはない集落外の借地田2ha では，主食用米や飼料用イネ，
サトイモやキャベツなどを栽培している。また，育苗や水稲の収穫作業など
の受託が数 ha ある。
このように法人化以降，水稲の面積はほぼ不変であるが，株式会社の売り
上げアップと従業員の給与確保のため，大豆から多様な園芸作物に変更する
など水田の畑作利用・転換を進めており，サンビレッジはこうち型集落営農
の代表的事例である。
④売上高
こうした特徴は株式会社の売り上げに，よりダイレクトにあらわれている。
1年目の2014年度の売上高は約3，700万円である。そのうち水稲が16．9％を
占めるのに対し，最も多いショウガが64．8％と，水稲の4倍近くに達する。
また，当初従業員の給与に充てていた雨除けピーマンは14．6％を占める。他
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方，営業外収益は，国及び県の雇用事業に係る交付金等を含め約1，200万円
であり，当期純利益550万円を計上している。
太陽光発電開始後の2016年度の売上高は約7，500万円である。このうち太
陽光発電が47．2％，ショウガが32．1％と両者で8割を占めるのに対し，水稲
は1割に過ぎない。また営業外収益は約800万円で，そのうち補助金は水田
活用直接交付金及び中山間直接支払いが各100万円と多い。他方，米の直接
交付金は40万円強と全体の数％に過ぎず，米の補助金への依存はみられない。
太陽光発電を中心とした減価償却費3，900万円を計上しているため，当期純
損失は1，100万円となっている。
⑤労働者バンク
サンビレッジの農作業は，従業員5人と役員2人が主におこなう。パート
は，雨除けピーマンの5人と，その他野菜等に従事する5人の計10人であり，
集落内あるいは影野地区内の人が中心である。その他，サンビレッジのなか
に労働者バンクを設けている。屋内・外の農作業や袋詰作業など従業員の手
が回らない作業をサポートする。現在15人ほどが登録しており，時給が支払
われる。労働者バンクは，農家・非農家を問わず誰でも登録が可能であり，
彼らは旧窪川町内の出身である。水田の畑作利用と多様な園芸作物の導入に
より，女性や高齢者の新たな就業先の創出に寄与している。
3．集落営農連携
⑴ 集落活動センター「仁井田のりん家」
高知県は，農村生活のサポートを地域住民が主体的におこなう拠点づくり
として集落活動センターを推進している（2）。影野小学校区でもスーパーの閉
店にともなう買物難民への懸念，消防法改正を契機とするガソリンスタンド
の廃止，さらには保育所の閉鎖などが立て続けに起こるなか，生活に必要な
ものは自ら確保すべく，仁井田小学校区にも声をかけ，旧仁井田村全体で2016
年に集落活動センター「仁井田のりん家」を設立している。出資金は，集落
単位で出資し計20万円である。このように2つの小学校区で構成されるが，
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仁井田みらい会議
集落活動センター
仁井田のりん家
????????? ????????????????
?????????
??
??
???????????????????
影野小学校区の方が地域内の結び
付きが深く，昔から自主的に動く
地域であったため，実活動は影野
小学校区に偏重している。
図1に記すように，「仁井田の
りん家」は5つの部会を設けてい
る。このうち「防災部会」は計画
段階であり，残り4部会が稼働し
ている。各部会には約20人の部会
員が所属し，台所部会は地元農産
物を使用した惣菜の店舗販売や，
高齢者向けの弁当を調理・販売
（1個300円），さらには配達など
もおこなっており，2019年に部会
の法人化を計画している。交流部
会はビヤガーデンや女子会など地
域内及び都市との交流を，地域サポート部会は健康体操や小旅行など高齢者
の見守り活動がメインである。各部会の活動は，参加費や実費等を徴収して
カバーしている。残る農業支援部会は，次の一般社団法人「四万十農産」の
形で展開している。
⑵ 一般社団法人「四万十農産」
農業労働力の高齢化と後継者不在が進むなか，作業委託や農地貸付の要望
が増加し，集落営農のある地域は集落営農が，集落営農のない地域は「営農
支援センター四万十株式会社」がカバーしてきた（後述）。しかし，集落営
農はその強靱度合いがバラバラであり，後者も面積的に限界に近づいていた。
そこで，農業支援部会では，10年後でも地域農業を支えることのできる体制
をつくるため，2017年に四万十農産を設立している。
図2には，9つの集落営農（法人）が記されており，いずれも影野小学校
区に属する。組織名の漢字部分のほとんどは，集落名をあらわしている。9
図1 集落活動センター「仁井田のりん家」
の組織図
資料：「仁井田のりん家資料」を加筆・修正。
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【事業内容】
①ライスセンターの運営
②農業用機械・施設の共同化（作業調整）
③農産物の生産（水稲・ショウガ・サトイモ等）
④日本型直接支払交付金事務
連　携
（一社）四万十農産
営農支援センター
四万十（株）
?? ????????????
???????????? ????????
??????????????
???????????
????????????
?
組織のうち現在四万十農産に参加しているのは4組織である。この他に「替
坂本」も，近々参加する予定である。
出資金は1組織100万円とし，替坂本を含む5組織の500万円に，JA四万
十も40万円を出資している。四万十農産が農業機械を購入する際は，水田の
面積割りで資金を徴収する。また役員は，参加した4組織の集落から2人ず
つ出しており，できるだけ50～60代の相対的に若い人をお願いしている。
まず四万十農産は，ライスセンター（以下「RC」）を建設している。影野
小学校区では，個人所有の乾燥機の故障や，更新しない場合の作業委託が増
えている。その際，米が混ざる JAのカントリー・エレベーターではなく，
サンビレッジを選択する傾向が強まっている。しかし，サンビレッジは水田
を畑作利用しているため，現有の乾燥機では処理能力が不足していた。そこ
で，今後もこうした傾向が強まること，広域の四万十農産が影野小学校区を
カバーする体制を構築すること，その一歩としてRCを建設すること，その
賛同を得るためにRCの建設費用はサンビレッジがすべて負担するという条
件を他の3組織に提示して，2018年の春にRCが完成している。
図2 四万十農産を中心とした地域農業体制
資料：「（一社）四万十農産資料」より作成。
注：9つの集落営農のうち「網掛け」は，現在参加している集落営農を指す。
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現在四万十農産は，水田5ha を借地している。小学校区という広域で集
積率のアップに結び付かないことから，農地中間管理機構を通さず，すべて
相対で利用権を設定している。この5ha は，サンビレッジ同様に畑作利用
をしており，ショウガやサトイモ，ジャガイモ，カットネギなどを栽培して
いる。四万十農産では常勤従業員を3人（40・47・60歳）雇用している。す
べて男性で，60歳は兼業農家，40代の2人は農業経験がない。2人が影野小
学校区，1人が地区外の出身で，月給制を採用している。ただし設立して日
が浅いため，借入金で運営しており，農業機械や労働力もサンビレッジが支
えているのが現状である。
4．市町村農業公社
営農支援センター四万十株式会社（以下「支援センター」）は，転作関係
で設立した組織である。1997年に旧窪川町内で大々的な基盤整備をおこなっ
た結果，30a 区画を中心に整備率は80％に達した。基盤整備の補助金要件に
転作の実施が課せられており，一定面積を転作できる作物として大豆を選択
し，町及び JAを中心に，作業受託組織として立ち上げた任意組織「窪川町
営農支援センター」が前身組織である（3）。
その後1999年に，同組織を市町村農業公社へ移行する検討がおこなわれ，
2003年にはその具体化まで進んだが，市町村合併により頓挫することとなっ
た。ところが，品目横断的経営安定対策の導入により認定農業者への選別政
策が導入されること，現場からは借地への期待があることから，2005年に有
限会社へ法人化し，2011年には役員の権限強化を図るために株式会社へ移行
している。
株式会社の出資金は，社員4人で90万円，町及び JAが各150万円の計390
万円の市町村農業公社である。常勤従業員は，法人化に際し出資者を募った
際の4人である。現在の年齢は63歳，54歳，36歳が2人で，従業員の身分と
ともに自家農業からは引き上げてもらっている。その他に，日給月給制で年
間雇用の臨時社員が12人（作物担当8人・事務員4人），オペレーター約30
人（大豆の機械作業等），作業員のべ140人（水稲や大豆・ショウガ等の臨時
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雇用）がいる。農業機械は，水稲や大豆，ショウガの収穫機など一式をフル
装備している。
支援センターの借地面積は98ha に達し，すべて旧窪川町内の農地である。
農地中間管理機構を通じた借地は20ha にとどまる。地権者の諸事情により
団地化は進んでおらず，今後は機構を通じて団地化を図りたいと考えている。
98ha のうち仁井田村（明治合併村）にある農地8～9ha は，今後四万十農
産に任せる予定である。そのことによる支援センターのメリットは特にない
が，支援センターは公的組織であること，四万十農産と当該農地の集落との
結び付きが強いこと，何よりも支援センターのキャパシティの限界が大きく
影響している。
2015年頃まで地権者は，優良地は親戚に，不利地は支援センターに貸し付
ける傾向が強く，支援センターの経営を圧迫していた。現在は，優良地と不
利地のセットで借りるようにしている。小作料は，土地条件によって異なり，
10a 当たり最高で1．3万円から使用貸借まで様々である。借地のなかには石
だらけで作物ができず，草刈りと1回の田起こしのみをおこなう農地が20～
30a あり，地権者との話し合いの結果，10a 当たり1．5万円の農地管理料を
徴収している。借地期間は1～10年と多様であり，利用権設定や相対など地
権者の状況に応
じて異なる。
支援センター
の事業実績を示
したのが，表3
である。2006年
の大豆は，支援
センターの借地
に栽培する直営
栽 培14ha と 播
種から収穫まで
の一貫作業受託
の88ha が あ り，
表3 営農支援センター四万十株式会社の事業推移 （単位：ha）
2006 11 14 15 16年
大豆
直営栽培
作業受委託
14
88
42
55
52
14
6
26
49
10
黒大豆 0．34 － － － －
ショウガ 1．4 2．9 3．1 2．9 2．9
米
主食用
飼料用
－
－
1．1
4．8
9．4
5．4
2．0
3．9
－
14．3
飼料用イネ － － 18．0 24．5 32．0
水稲育苗（枚） 50 3，611 12，270 12，941 15，810
水稲作業受委託 － 25 － － －
無人ヘリ防除 － 503 590 581 628
資料：「営農支援センター四万十株式会社資料」より作成。
注：「無人ヘリ防除」は，のべ面積である。
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面積では最大である。また，経営の中心であるショウガ1．4ha を栽培してい
る。その他には水稲の露地育苗と試験的に導入した黒大豆があるが，後者は
土壌が合わず1年で止めている。
株式会社となった2011年は，大豆の作業受託が減少し，直営栽培が42ha
まで増えている。つまり，委託農家の離農による借地への転換が進んだこと
を意味している。ショウガも2．9ha に倍増し，育苗も大きく増えている。ま
た，大豆の不適地や収量低下への対応として，新たに主食用米及び飼料用米
に取り組むとともに，水稲の作業受託25ha と無人ヘリ防除をのべ503ha お
こなっている。
最新の2016年実績では，大豆の直営栽培が15年のピークと比較すると10ha
強の減少，作業受託も10ha まで減少している。これは，大豆の収穫時期が
短く，労力が追いつかないこと，ブロック・ローテーションが難しく連作障
害のため収量が減少していること，獣害による皆無面積の発生などが影響し
ている。また，転作対応組織が主食用米をつくることに疑問が呈されたため，
16年から廃止している。大豆及び主食用米の減少分は，飼料用米と飼料用イ
ネを拡大することで吸収している。飼料用米・イネの取り組みは，交付金が
大きいのが理由であるが，実需者との兼ね合いもあり，これ以上面積を増や
すことはできないのではないかとみている。
また，管内での飼料用米・イネの拡大にともない，水稲育苗と無人ヘリ防
除も増加している。前者は2万枚に近づき時間と手間がかかることから，20
a 程度のハウス育苗に転換し，作業倉庫も併設する計画を立てている。無人
ヘリ防除の作業料金は，中山間直接支払いの集落配分を原資に支払われる
ケースが多い。ショウガは3ha 前後とここ数年は変化がみられない。それ
は，病気にかかると全滅するリスクがあり，かつ労力的にも面積の拡大が難
しいためである。いずれも収穫物はすべて JAに出荷している。
また，労力及び作業時間の不足から，これまで引き受けていた水稲の作業
受託は，集落に再委託するようにしている。同じく，飼料用米・イネの作業
受託が約50ha あるが（表略），32ha は支援センターが引き受け，残りは集
落営農や個別農家に再委託（平均各2ha ほど）している。つまり，支援セ
ンターは受託組織であると同時に，仲介・調整組織としての役割も果たして
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おり，サンビレッジも耕耘5ha を支援センターから受託している。
草刈りは30の個人・GPに委託している。これは，男性同士，女性同士，
友達同士，さらには個人で引き受けて周辺の仲間と一緒にするケースなど多
様である。支援センターが場所を指定し，受託者は空いた時間に草刈りをお
こなう。支援センターは日報で確認し，時給1，700円を支払う。また水稲の
水管理は，農地の周辺の農家や住民に10a 当たり3，000円で委託している。
これは面識のない人がすると，集落からの反発や摩擦が生じる懸念もあるた
め，地元の人に任せるようにしている。草刈り・水管理の労賃は，中山間直
接支払い及び多面的機能直接支払いの交付金を充当している。
上記の事業以外にも支援センターは，滞在型市民農園の指定管理者であり，
中山間直接支払いの事務局も兼務している（いずれも臨時社員2名を各配置）。
2015年度の売上高は1億円強であり，そのうちの46％がショウガの販売，
42％が水稲育苗や無人防除ヘリなどの利用料が占める。売上原価には従業員
の雇用費等5，200万円を含み，売上総損失が4，800万円となる。戸別所得補償
等の補助金収入8，200万円を含む営業外収益を加え，経常利益は2，900万円と
なり，そのうち1，700万円を経営基盤強化準備金として積み立てている。他
方，町や JAから特別な補填は受けていないが，先述した県の「中山間地域
農業複合経営拠点」に指定されている。
支援センターは，中山間地域における農地保全の機能を果たしている。県
全域をみても，農地保全を前面に打ち出した，いわゆる「駆け込み寺」的公
的機関は少なく，それを支援センターが担っている。その一方で支援センター
は，現在過渡期にある。その理由の1つが，条件不利地が集中することによ
る経営への圧迫をどうするかということである。第2は，収益性の高いショ
ウガや育苗を拡大するには，現有人員では困難であること，第3は，軟弱野
菜をしていないので調製や出荷など雨天時の作業がないことであり，新たな
作物の研究・普及が必要とみている。
5．おわりに
本稿では，中山間地域における小規模集落の地域農業継承の1つの方策と
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して，高知県の四万十町，なかでも株式会社サンビレッジ四万十を中心に実
践実態をみてきた。
サンビレッジの基盤である影野下集落の水田は14ha のみである。全国平
均の1集落当たり農地面積は26ha であり，単純に比較しても，同集落は半
分程度の規模でしかない。集落農家1戸当たりの面積でみても，1ha を下
回る水準である。したがって，農地の量的な条件不利，かつ傾斜度等質的な
不利性を有した地域といえる。
こうした不利性対策として集落営農に取り組んだが，1つの集落営農が集
積する面積の全国平均は33ha，中山間地域に限定しても26ha（山間地域は
22ha）である。これに対しサンビレッジは14ha と，それらよりも規模が狭
小という農地の量的質的な条件不利問題を引き続き抱えていた。加えて，集
落営農内部でもオペレーター等専従者の高齢化と従事者数の不足という「ひ
と」の問題にも直面することとなった。それらを打破すべく，水田の畑作利
用・転換，農外事業の本格的着手，それを遂行しうる株式会社化をおこなっ
た。県も「こうち型集落営農」と称し，土地生産性の高い園芸作物を視野に
入れた集落営農を推進・サポートするなど，サンビレッジの方向性と政策と
がマッチしていた。
したがって，サンビレッジは農地の条件不利性を，規模の拡大ではなく不
利性を受け入れた上で，その条件内で可能な収益アップを追求しながら，そ
れを原資に新たに，かつ青壮年層を中心とした常勤雇用を入れることによっ
て，農地条件及び「ひと」の二重問題をクリアし，集落営農や地域農業の継
承を図っていた。
その一方で，旧村，事実上は旧小学校区の範域において，農村生活をサポー
トする集落活動センターに取り組みつつ，生活連携を入り口とした集落営農
連携もみられた。すなわち，生活連携の一部会である農業部会を法人化した
のが株式会社四万十農産であり，集落営農連携の法人組織である。四万十農
産に参加した4つの集落営農のうち，サンビレッジを除く3組織ならびにま
だ不参加の5組織は，組合員やオペレーターの高齢化が進み，集落営農の後
継者がいないという「ひと」の問題が共通している。その結果これら集落営
農の組合員は，いずれ農地を誰かに貸し付けることが容易に想像される。そ
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の有力な候補がサンビレッジである。しかし，サンビレッジは水田の畑作利
用への転換，すなわち労働集約型へシフトしており，サンビレッジがそれら
の農地をカバーするには限界がある。むしろ，やや厳しい言い方をすれば，
共倒れになる可能性もある。一方，市町村公社である支援センターもすでに
限界を迎えている。
そうした事態への先行対応として，同じ小学校区内の農家や集落営農を巻
き込み，四万十農産として連携かつ一体化し法人化することで，「ひと」「土
地」「カネ」などを集約化しつつ，サンビレッジとしてはリスク分散，四万
十農産としてはリスク共有を図り，集落及び小学校区における地域農業の維
持に取り組んでいた。さらに積極的な動きが，四万十農産によるRCの建設
である。サンビレッジでは販売する米が不足状況にあり，新規消費者の注文
を断る状況にあることは先述した。四万十農産がRCを所有し地区内の米を
集約するとともに，RCを通じてサンビレッジがおこなうエコ米を地区全体
に普及・徹底させることで，ロットを確保し新規消費者のニーズに応え，ブ
ランド米としての販売戦略の構築と収益アップを追求している。
そしてその四万十農産と，新たな連携関係の構築をはじめたのが市町村農
業公社の支援センターであった。旧窪川町を全域的にカバーする支援セン
ターは，転作対応組織を出発点とし，かつ現地からの声もあって，2016年以
降主食用米は止め，大豆や交付金の高い飼料用米・イネの生産ならびに，す
べての稲作に関わる育苗・防除の作業受託をおこなっていた。その一方で，
サンビレッジへの作業委託，四万十農産への借地などもおこなっていた。つ
まり，支援センターも労力的に厳しい状況にあるなかで，作業受委託・貸借
を問わず農地調整機能も果たしており，この先労働力問題が解決しない以上，
調整機能がより求められることになろう。さらに，現在の支援センターは当
初の転作対応組織にとどまらず，主に集落営農のない地域からは離農農家の
「駆け込み寺」としても期待され機能しており，事実100ha 近い借地面積を
有していた。その「駆け込み寺」的機能を求めるとすれば，実際に経営面に
おいて支援センターが選択するかどうかは別として，主食用米を扱うべきで
はないという形で支援センターの活動を縛ることは無用といえよう。
ところで，水の管理や草刈り作業などのいわゆる地域資源管理について，
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サンビレッジでは旧窪川町を範囲として組合員以外を登録した労働者バンク
を組織内部に設け，支援センターは組織の外部で地域の個人及びGPを糾合
し，対応していた。他方，これまでの法人化し借地を通じて農業経営をおこ
なう集落営農法人の多くは，労力面やコスト面等各集落営農の事情を反映し
た形で機械作業は組合員総出で，あるいは特定のオペレーターが従事しなが
ら，管理作業は組合員に再委託するケースが主流であった。つまり，管理作
業に従事し得る労力を組合員あるいは集落で確保できていたということであ
る。しかるにサンビレッジにおける労働者バンクの内部化は，組合員の高齢
化が超高齢化となり，管理作業さえも担えない状況を意味しており，それ故
に組合員あるいは集落を超えた範域での「労働者」の糾合とその組織化が求
められているということである。そのことは，形態は異なるが支援センター
にも共通する。こうした地域資源管理の別組織化による対応は福井県小浜市
の中山間地域でもみられ（4），近年増えつつある。その特徴や意義等について
は，今後の課題としたい。
（1）「1．はじめに」の初出は，「全国農業新聞」（2018年4月6付け）である。
（2）高知県の集落活動センターについては，高知県産業振興推進部「集落活動センター
（高知県版小さな拠点）を核とした中山間対策」『人と国土21』（第42巻第6号，2017年），
玉里恵美子「超高齢社会の自立と地方創生」『農業と経済』（第81巻第5号，2015年），
玉里恵美子「高知県の人口動態と農村地域経済」『2015年農林業センサス 総合分析報
告書』（農林統計協会，2018年）を参照。
（3）当時の状況については，古谷幹夫「営農支援センター四万十有限会社の取り組み」
（『農業協同組合経営実務』第62巻第1号，2007年）を参照。
（4）拙稿「メガファームを核とした農地集積と地域資源管理組織との連携」『農政調査時
報』No．579，2018年。
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